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平成１９年度 当初予算案主要事項説明

総務部・保健福祉部

事 業 名 子育てサポートセンター事業費

継 続予 算 額 ４９，４００千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

保育所や幼稚園が、保育や幼児教育に関する専門性や実績を生かし

て、地域の子育て相談事業を実施することにより、地域に最も密着し

た子育て支援施設としての役割を果たすとともに、地域における子育

て支援をより一層促進

２ 事業内容等

保育所、私立幼稚園を活用した「子育てサポートセンター」の設置

事 業 内 容

子育てサポートセンター事業

目 的

対 象 保 育 所 幼 稚 園

方法等

目 的 ◎地域に密着した保育所、私立幼稚園の専門性等を生かし

た身近な相談体制等の整備

内 容 ◎隔週の土曜日 年 回 ◎親子関係支援センター事業（ ）、26
専門性を有する保育士に 地域の保護者の育児の悩

よる地域住民を対象とし み等についての教育相談

た子育て相談 ◎地域の子育て力向上事業

地域の団体や父親等と連

携した保育の実施

約２５５箇所実 施 箇所数

文教課 私学係 075-414-4517
課・係 電話番号担当課・係名

こども未来室 未来っ子支援担当 075-414-4581

保健福祉－ １



平成１９年度当初予算案主要事項説明

総務部・保健福祉部

医 師 確 保 対 策 費事 業 名

新規
・予 算 額 新規・継続の別６３３，９３１ 千円
拡充

１ 趣 旨
医師の確保が困難な地域等における医療体制を確保するため、市町村

や主要病院等と連携し、総合的な医師確保対策を推進

２ 事業内容

◎ 医師バンクの充実 532,531千円
(1) 中堅医師の確保 （150,250千円）

地域医療従事医師に対する研修・研究支援事 業 内 容

△

病院助手（仮称）の創設 〈医科大学〉

△

(2) 指導医の確保 （ 90,631千円）

指導医の派遣経費を派遣元病院に対して補助目 的

△

新たな助手枠（医師確保枠）の設置〈医科大学〉対 象

△
(3) 若手医師の確保 （287,000千円）方 法 等

医師派遣調整会議において若手医師の育成システムを構築

△

専攻医制度の充実〈医科大学〉

△

専門医育成システムの充実〈医科大学〉

△

(4) 女性、退職医師の復職支援（ 3,150千円）

(5) 医師バンク等運営費 （ 1,500千円）

◎ 地域医療を担う若手医師の育成 54,000千円
(1) 地域医療確保奨学金制度の創設 （ 30,000千円）

(2) 地域医療を担う医学生の育成〈医科大学〉 （ 24,000千円）

◎ 医療体制の整備 47,400千円
(1) 与謝の海病院の医療機器整備（ 47,400千円）

超音波診断装置等の機器整備

△

ＩＴ機器等研修環境の機器整備

△

(2) 与謝の海病院の医師に対する研修・研究支援の充実（再掲）

担当課・係名 京都府立医科大学 庶務課 課・係直通電話番号 075-251-5211

保健福祉部医療室 地域医療事業担当 075-414-4744

保健福祉部府立病院改革プロジェクト 075-414-4750

保健福祉－ ２



平成１９年度当初予算案主要事項説明

総務部・保健福祉部

が ん 拠 点 病 院 整 備 事 業 費事 業 名

６３，０００ 千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

死亡原因の第１位を占める悪性新生物（がん）について、府民が身
近な地域で、質の高い診療を受けることができるよう、都道府県がん
診療連携拠点病院、地域がん診療連携拠点病院及び地域医療機関との
連携を進め、府内全域のがん医療水準を向上事 業 内 容

２ 事業概要
（単位：千円）

15,000◆ 都道府県がん診療連携拠点病院機能強化事業

目 的 府立医大における都道府県がん診療連携拠点病院機能強化事業に必要な経費

△

対 象 内容：がん診療連携拠点病院ネットワーク事業、がん医療従事者

＊
方 法 等 研修事業、がん相談支援事業、院内がん登録促進事業

◆ 45,000地域がん診療連携拠点病院機能強化事業

地域がん診療連携拠点病院に対する助成（独立行政法人を除く）

△

内容：がん診療支援事業、院内がん登録促進事業、相談支援セン

＊

ター事業、がん医療従事者連携事業 等

◆ 2,000在宅緩和ケア支援推進事業

住み慣れた地域で初期から末期までのトータルな緩和ケアを推進し、患者の

△

療養生活を向上

＊ 在宅緩和ケアに係る普及促進事業及びネットワーク事業

1,000◆ がん対策戦略推進会議

府立医大及び京大病院のがん専門家による京都府の総合的ながん対策の推進

△

を図ると共に、がん対策推進基本計画を策定

075-414-4742
保健福祉部健康・医療総括室

健康増進室健康増進担当
担当課・係名 課･係 電話番号

075-251-5233
京都府立医科大学附属病院

病院管理課総務調整係

保健福祉－ ３



平成１９年度 当初予算案主要事項説明

府民労働部・保健福祉部

事 業 名 ドメスティック・バイオレンス対策事業費

継 続予 算 額 16,730 千円 新規･継続の別

１ 趣 旨

平成１８年３月に策定されたＤＶ基本計画に基づき、ＤＶ防止センタ

、 、ーの機能を引き続き強化するとともに 市町村の相談機能の向上を図り

関係機関の連携、協力のもと被害者の自立支援を促進

２ 事業概要

事業内容

府北部及び南部への相談機能の配置Ì

目 的 夜間・休日相談の窓口設置Ì

対 象 婦人相談員の配置・研修（二次被害防止）
相談窓口の強化

Ì

方法等 市町村相談員等に対する研修Ì

ＤＶ専用電話相談の実施（女性総合センター）Ì

専門的指導の確保 心理療法士によるカウンセリングÌ

一時保護委託先の確保（母子生活支援施設等）Ì

一時保護機能強化 保育士の配置（同伴児対策）Ì

民間シェルターと連携・協力した被害者支援のÌ

充実

通訳の派遣（外国人被害者への対応）Ì

診断書料の給付（保護命令申立て、就職時の健Ì

康診断等）
被害者の自立支援

自立支援グループワークの実施Ì

被害者支援ネットワーク（一時保護所退所先のÌ

協 力 機 関 の 確保・迅速な広域連携）

連 携 ・ 協 力 福祉施策の円滑な適用（生活保護等）Ì

ＤＶセンター機能の広報啓発Ì

啓 発 ＤＶ啓発カードの作成・設置Ì
啓発講座Ì

女性政策課 企画・推進担当 075-414-4291
課・係 電話番号担当課・係名

こども未来室 家庭支援担当 075-414-4582

保健福祉－ ４



平成１９年度当初予算案主要事項説明

府民労働部・保健福祉部

事 業 名 青少年の社会的ひきこもり支援事業費

予 算 額 １２，７００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨
社会問題化している青少年の「社会的ひきこもり」について、行政

機関と民間支援団体が協働・連携し、ひきこもり当事者の自立と社会
参加を促進するとともに、当事者を支える家族の負担を軽減し、家族
の「安心と安らぎ」を確保

２ 事業概要

項 目 内 容

青少年の社会的ひ ・ ＮＰＯ等民間支援団体と行政関係機関等との連携・

きこもり支援ネッ 協働や情報共有化の基盤づくりを目的とする「京都府

」事 業 内 容 トワーク推進事業 青少年の社会的ひきこもり支援ネットワーク連絡会議

の運営等（青少年課）

・ ひきこもり相談支援センターにおいて 専門相談 電ひきこもり専門相 、 （

話、面接）及び家族教室を実施目 的 談窓口設置事業

（障害者支援室）対 象
方 法 等

ひきこもり支援サ ・ 社会的ひきこもりの青少年やその家族に対して支援

ポーター育成事業 等を行うボランティアとして「ひきこもり支援サポー

ター」を養成（青少年課）

・ 就労意欲や対人関係能力を向上させるため、ジョブジョブトレーニン

コーチ等を活用した就労体験活動を実施グ支援事業

（青少年課）

ひきこもり支援職 ・ ひきこもりの青少年を受け入れる事業所（＝職親）

親事業 の募集及び認定を行い、就労体験活動を実施（ ）青少年課

社会体験活動支援 ・ 自立・社会参加の意欲・能力を養うため、長期の自

事業 然体験や生活体験活動を実施（ ）青少年課

・ ひきこもり当事者や家族への支援情報等を発信するひきこもり支援情

総合窓口となるポータルサイトの設置・運営報ポータルサイト

（ ）事業 青少年課

青少年課 企画・育成担当 ：075-414-4301青 少 年 課
課・係 電話番号担当課・係名

障害者支援室 社会参加担当 ：075-414-4732障 害 者 支 援 室

保健福祉－ ５



平成１９年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

児 童 虐 待 対 応 強 化 事 業 費事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別１２３，３００千円

「児童虐待検証委員会」の提言を踏まえた対応策の推進

① 虐待情報に係る判断のあり方

● 児童福祉司等専門職員の増員(1) 速やかな安全確認ルールの確立
職員３名(24,000千円)・ “４８時間ルール”の確立

● 専門性向上のための研修の実施・参加
(1,000千円）・ 見守り対応のルール化

(2) リスク管理の客観化、システム化
● 虐待相談ＩＴシステムの導入 (12,000千円)・ ハイリスク項目のチェックリスト
●「児童虐待対応会議」の定期的開催・ 個人別ケース管理

(1,000千円)

② 組織としての対応のあり方

(3) 組織内の情報共有の徹底
● 虐待相談ＩＴシステムの導入 (再掲)・ 通報を“ナマ”のまま共有

事業内容
「虐待対応専門嘱託員」の増員３名(5,000千円)・ 相談体制の充実とチームミーティング ●

● 夜間・休日体制の整備 嘱託職員３名等の開催の徹底
(6,300千円)

目 的
地域ネットワーク会議との連携のあり方対 象 ③

方 法 等
(4) 実効ある地域の虐待防止ネットワークの

確立、機能強化
● 虐待防止アドバイザーの派遣(1,000千円)・ アドバイザー派遣
● 専門性向上のための研修の実施・参加・ マニュアルの整備や体系的研修プログ

(再掲）ラムの実施

(5) 地域における体制強化
＝保健所の役割の明確化と機能強化

● 各保健所に虐待対応専任職員を配置・ 地域の最前線機関としての保健所の体
職員７名(56,000千円)制強化

● 虐待防止アドバイザーの派遣（再掲）・ 地域協議会の設置促進

「 」 （ ）・ 市町村単位での虐待情報の共有 ● 児童虐待対応会議 の定期的開催 再掲
「虐待対応専門嘱託員」の増員（再掲）●

○
上記対策の確実な実施をサポートするため、

未来っ子サポートチーム専任化に伴う増員

▲

中長期的な人材育成･組織体制の強化等 ●
３名（再掲）

各保健所に虐待対応専任職員を配置 職員７名・専門性の確保に向けた人事配置と組織 ●
（ ）体制の強化 再掲

● 中央児童相談所の役割強化
増員１名(8,000千円)

● 一時保護機能の充実 増員１名(8,000千円)
計１２名

専門性向上のための研修の実施・参加（再掲）●
外部有識者等の活用･定期的な運用指導

▲

● 外部評価委員会の設置等(1,000千円)・ 外部評価委員会の設置 等

こども未来室 家庭支援担当 075-414-4727担当課・係名 課・係 電話番号

保健福祉－ ６



平成１９年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

京都子育て支援医療助成費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継続（拡充）１，３９０，０００千円

１ 趣 旨

子育て世代の医療面における経済的負担及び精神的負担感の軽減
を図り、子育て支援を行うため、大幅に制度を拡充

２ 拡充内容

(１) 入院に係る負担軽減（対象年齢：就学前 ⇒ 中学校入学前）

若い子育て世代を中心とした支援を充実するため、特に経済的
負担感の重い入院に係る対象年齢を大幅に拡充

(２) 通院に係る負担軽減（一部負担金：8,000円／月 ⇒ 3,000円／月）

３歳以上就学前の一部負担金を引き下げ

事業内容

目 的
対 象
方法等

075-414-4576担当課・係名 医療保険室 老健・福祉医療担当 課･係 電話番号

－ ７保健福祉

乳幼児医療助成制度　１９年度改正案

　 ※金額は「一部負担金額（上限）」

入院

通院

　　　　　　　　　拡  充　　　　　　　　　　

入院

通院

拡充（負担金額軽減）

※１９年９月診療分から実施

対象年齢 ０歳 １歳 ２歳

８，０００円／月

３歳 ４歳 ５歳 ６歳

改正案

１医療機関２００円／月

１医療機関２００円／月 ３，０００円／月

小学１～６年生

現　行

１医療機関２００円／月

１医療機関２００円／月



平成１９年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部・商工部

事 業 名 地 域 子 育 て ス テ ー シ ョ ン 事 業 費

継 続予 算 額 ７，０００千円 新規・継続の別

府内商店街の空き店舗を利用し、地域と一体となっ

趣 旨 て子育て支援サービスを提供する団体に対して支援す

ることにより、地域ぐるみの子育て支援環境づくりや

地域コミュニティの活性化を促進

１ 助成事業 ６，０００千円

、 、商店街の空き店舗を活用して 親子交流サービス

事 業 内 容 保育サービス、放課後児童クラブ等の子育て支援サ

ービスを提供するＮＰＯ法人等への助成

２ 運営団体支援事業 １，０００千円

地域子育てステーション事業の実施に際し、効果

目 的 事業概要 的かつ円滑に実施できるよう、運営団体に対して、

対 象 受入商店街との調整・マッチング、関係団体等の連

方法等 携アドバイザーの派遣等を行う。

こども未来室 未来っ子支援担当 075-414-4581担当課・係名 課・係 電話番号
商業室 商業担当 075-414-4836

保健福祉－ ８



平成１９年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名 地 域 ぐ る み 子 育 て 応 援 事 業 費

新 規予 算 額 ３，０００千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

子育て家庭をサポートするため、民間ＮＰＯ、子育て中の親自身

の自主的な支援体制確立に向けて、人材の育成、地域のネットワー

クづくりを推進し 「地域力 「家庭の子育て力」を再生、 」、

２ 事業概要

区 分 事 業 内 容 予 算 額

千円

▲

子育て支援関係団体等のネットワー

事業内容 ク化を進め、面的な広がりを確立

民間ＮＰＯ ＮＰＯ等を核とした広域的な体制づ

▲

等の自主的 くり

活動の支援 ＜内 容＞

○フォーラム、研修会の開催

○子育て情報の交換・発信・連携 等目 的

３，０００対 象

方 法 等

、

▲

子どもの少し大きくなった親などが

子育て中の親の身近な相談に応じるこ

子育て地域 とができるよう、子育て地域パートナ

パートナー ーとして養成

の養成 地域子育て支援センター、子育てサ

▲

ポートセンターなど公的な子育てサポ

ートと連携し、地域でのネットワーク

づくりを推進

担当課・係名 こども未来室 未来っ子支援担当 課･係 電話番号 075-414-4581

保健福祉－ ９



平成１９年度当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

小 児 救 急 医 療 体 制 整 備 事 業 費事 業 名

継続予 算 額 新規・継続の別７２，０８５ 千円

１ 趣 旨

① 小児救急医療電話相談事業

子供の急な発熱やけが等に対する親の不安を解消するとともに、小児救急

医療提供体制の改善を図るため、小児担当看護師等による電話相談を実施

② 小児救急医療体制強化支援事業事 業 内 容

２次医療圏ごとに連日夜間当直を実施するなど休日夜間の小児診療体制を

充実・強化するための取り組みに対して支援

目 的

２ 事業概要対 象

方 法 等

① 小児救急医療電話相談事業

事業内容 相談時間 午後７時～午後１１時（準夜帯）

□

（土曜日は午後３時～午後１１時）

□実施方法 ＃8000番から当番病院の固定電話に転送

② 小児救急医療体制強化支援事業

２次医療圏単位で輪番制等により休日夜間当直体制を整備する場合に医

△

師等の配置に要する経費に対して補助

医 療 圏 体 制 内 容

山 城 北 ３病院の輪番制 平成１７年１２月から実施

山 城 南 ２病院の輪番制 平成１８年５月から土・日・祝日の

当番体制を実施

南 丹 拠点病院方式 平成１７年１２月から実施

中丹、丹後医療圏においては、体制整備に向けた検討を実施

△

京都市が行う休日急病診療所における小児科診療の運営費に対して補助

△

担当課・係名 医療室 地域医療事業担当 課・係直通電話番号 075-414-4744

保健福祉－１０



平成１９年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

児 童 手 当 支 給 事 業 費事 業 名

４，６２５，５００ 千円 継続(拡充)予 算 額 新規・継続の別

◆ 児童手当の充実（乳幼児加算の創設）

事 業 内 容 根 拠 児童手当法

① 家庭における生活の安定

目 的 ② 児童の健全な育成・資質の向上

③ 児童を養育する家庭への育児支援

支 給 要 件 ① 小学校修了時までの児童を養育する者

目 的 ② 日本に住所を有する者

対 象 ③ 前年の所得が一定未満であること

方 法 等 手 当 月 額 ＜現 行＞

・ 第１子･第２子 ５，０００円（ 児 童 １ 人 当 た り ）

・ 第３子以降 １０，０００円

＜乳幼児加算の創設＞

３歳未満の第１子・第２子

５，０００円 → １０，０００円（拡充）

支給対象 ０歳 ～ 小学校修了時まで・

年 齢

所得制限 ８６０万円未満（収入ベース）・

限 度 額 （サラリーマン、夫婦と児童２人の世帯の場合）

実 施 時 期 平成１９年４月～

担当課・係名 こども未来室 家庭支援担当 課･係 電話番号 075-414-4582

保健福祉－１１



平成１９年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

家庭支援総合センター（仮称）整備費事 業 名

４７，０００千円 新規予 算 額 新規・継続の別

１ 基本計画

様々な家庭問題に対応する総合相談機関

児童虐待、非行、知的・身体障害、ＤＶ、ひきこもり 等

①様々な相談に総合的（ワンストップ）に対応

②専門機能を強化し、複合的・困難ケースに対応

③市町村や関係機関との連携を強化し、最後までケア

◆虐待、ＤＶ相談へのトータルな支援

◆児童から成人までの一貫した相談支援

◆母子生活支援施設併設による保護から自立までの継続的支援事業内容

◆府警との連携による犯罪行為・人身保護への迅速的対応目 的

対 象

方法等

２ 家庭支援総合センター（仮称）基本・実施設計費

【建物概要】

・ 児童相談所、婦人相談所、身体障害者更生相談所、知的障害者更生

相談所の各相談機関の機能を統合

・ 母子生活支援施設（吉田母子寮）及び府警の少年サポートセンター

併設を

建物面積：約５，５００㎡

【場 所】

元洛東病院跡地（新築する東山警察署と隣接）

担当課・係名 こども未来室 家庭支援担当 課・係 電話番号 075-414-4727

障害者支援室 障害認定担当 075-414-4606

保健福祉－１２



平成１９年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

障 害 者 介 護 給 付 費 等 負 担 金事 業 名

継続予 算 額 ６，９０４，２５７千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

障害者自立支援法に基づく介護給付費や訓練等給付費等について、所要額を負担

２ 事 業 概 要

（単位：千円）
事 業 内 容

事 項 事 業 内 容 予 算 額
目 的

対 象 障害者介護給付費負担金 障害者介護給付費に対する公費負担 4,323,308

方 法 等

訓練等給付費負担金 訓練等給付費に対する公費負担 156,594

自立支援医療費負担金 自立支援医療費に対する公費負担 2,191,154

補装具給付費負担金 補装具給付費に対する公費負担 233,201

担当課・係名 障 害 者 支 援 室 自 立 支 援 担 当 課･係 電話番号 075-414-4598
〃 社 会 参 加 担 当 075-414-4732

保健福祉－１３



平成１９年度 当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

発達障害者支援事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規４９，８５０千円

１ 趣 旨

自閉症や学習障害、注意欠陥多動性障害等の発達障害を有す

る方への療育・相談支援ができる仕組みを確立

２ 事業内容

(１)発達障害支援コーディネーターの配置事 業 内 容

発達障害者支援センターを府立こども発達支援センターに

▲

目 的 設置し、次の事業を実施

対 象 ・府域全体のネットワークづくり

方法等 ・専門的人材の養成

(２)地域支援体制整備事業

各福祉圏域の地域拠点施設において、発達障害支援コーデ

▲

ィネーターと連携

・個人の障害特性に応じた相談支援

・教育機関等との圏域ネットワークづくり

(３)支援モデル事業

指定地域：福知山市

▲

・専門職員を中心とした個別支援計画の作成及び個別支援等

・早期発見・早期療育を目的とした５歳児健診を中丹西保

健所と連携して実施

(４)普及啓発事業等

支援体制整備検討委員会の開催や、関係団体と連携

▲

担当課・係名 障害者支援室 障害認定担当 課・係電話番号 075-414-4733

保健福祉－１４



平成１９年度 当初予算案主要事項説明

保 健 福 祉 部

高次脳機能障害者支援事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規４，８００千円

１ 趣 旨

交通事故などの脳外傷や脳卒中などの病気により、脳の一部

が損傷を受けたため、言語や記憶などの知的な機能に障害を持

つ高次脳機能障害者に対する適切な支援体制を確立

事 業 内 容

２ 事業内容目 的

対 象

(１)高次脳機能障害者相談支援コーディネーター方法等

府リハビリテーション支援センター(府立医大内)に高次

▲

脳機能障害者相談支援コーディネーターを配置

・障害者、家族に対する相談支援

・診断、リハビリ等についての技術指導

・協力病院等関連機関との連携

(２)普及啓発事業等

府民等への普及啓発事業や支援連絡会議の開催

▲

担当課・係名 障害者支援室 障害認定担当 課・係電話番号 075-414-4606

保健福祉－１５



平成１９年度当初予算案主要事項説明
保健福祉部

事 業 名 精神障害者退院支援事業費

新規・継続の別 新 規予 算 額 １０，５００千円

趣 旨 精神科病院に入院している精神障害者の円滑な

地域生活への移行

事 業 内 容

目 的 自立支援員を配置し、精神科病院のスタッフ

▲

（ ） 、 、対 象 と連携 自立支援協議会 の上 退院に向けて

方 法 等 個別計画の作成、院外活動への同行支援、家族

取組内容 への地域生活移行に関する相談助言等

〔モデル実施場所〕

京 都 市 域

乙 訓 圏 域

担当課・係名 障害者支援室 社会参加担当 課・係 電話番号 075-414-4732

保健福祉－１６



事業名

予算額

１　趣　　旨

２　事業概要

地域生活移行等への支援 523,424

10/10 27,000

10/10 3,000

・アパート等の借上時に必要な敷金礼金を助成 府 10/10 13,300 13,300

相談支援体制整備事業費 ・有識者等を特別アドバイザーとして招へいし相談
支援体制の整備や充実強化に向け評価・指導

府 10/10 15,666 15,666

重度訪問介護緊急支援事業
費

・在宅重度者に対するサービス提供に必要な用具
（介護用品等）の整備等に助成

府 10/10 3,000 3,000

職場実習設備等整備事業費 ・職場実習を受け入れる企業に対して、就労のた
めの実習に必要な備品整備等に助成

府 10/10 53,500 53,500

府

市町村

府

市町村

府

市町村

送迎サービス利用促進事業
費

・施設利用促進のため送迎サービス実施に対し助
成

市町村 １／２ １／４ １／４ 257,697 171,798 85,899

施設入所者就労意欲促進事
業費

・入所施設で働く低所得者に対し、工賃額に応じた
給付金を支給

市町村 １／２ １／４ １／４ 46,224 30,816 15,408

進行性筋萎縮症者利用者負
担緩和事業費

・進行性筋萎縮症（筋ジストロフィー）の利用者負
担緩和のための助成

市町村 １／２ １／４ １／４ 8,037 5,358 2,679

施設経営、新体系移行への支援 669,576

・報酬の日払い方式導入に伴う収入減に対し、従
前額保障を９割まで助成
・旧体系から新体系へ移行した場合も同様

市町村 １／２ １／４ １／４ 348,042 232,028 116,014

・会計処理システム改良費等に助成 府 10/10 90,000 90,000

・新体系に直ちに移行できない共同作業所に対し
運営費助成

府 10/10 29,260 29,260

・新体系に直ちに移行できないデイサービス事業
者等に対し運営費助成

市町村 10/10 22,500 22,500

・新体系に移行できてない共同作業所等にノウハ
ウ提供のためコンサル派遣、研修実施

府 10/10 16,000 16,000

新体系対応基盤整備事業費
・新体系の設備基準に適合させるための改修工事
等に助成

府 10/10 163,774 163,774

市町村体制整備等への支援 30,000

府

市町村

1,223,000 1,000,000 223,000

施設経営安定化支援事業費

12,000 12,000

・視覚障害者や聴覚障害者への情報支援の充実
を図るため、自治体や公立病院等の窓口に情報
機器、ソフトウェア等を整備

18,500

オストメイト対応トイレ整備事
業費

視覚障害者等情報支援事業
費

内      容
国 府

市
町
村

実施
主体

負担割合

10/10

30,000

10/10

30,000

地域生活支援体制整備事業
費

・親の子育て不安等の軽減を図るため交流会開
催、交流スペース整備（遊具・療育器具）に助成
・精神障害の理解促進のための指導的専門家の
養成等

65,500 65,500

18,50010/10

国 庫 一 財

30,000

項      目

・公共施設等に設置されている身体障害者用トイ
レに、オストメイト対応トイレを整備

合　　　　　計

小規模作業所等経営強化支
援事業費

・障害者自立支援給付支払システム等の開発・改
修等
・広報啓発費
・一時的な事務処理に必要な経費

市町村制度施行等円滑化支
援事業費

10/10

課・係　電話番号

1,223,000千円 新規・継続の別

・グループホーム・ケアホーム開設の際に、改修工
事及び共用備品購入費を助成グループホーム等整備推進

事業費

府

⑲当初予算

保健福祉－１７

平成１９年度当初予算案主要事項説明

単位：千円

　　　　　075-414-4605
　　　　　　　　 〃　4596

事業内容
目　的
対　象
方法等

障害者自立支援特別対策費

新規

保健福祉部

担当課・係名
 障害者支援室自立支援担当
　　　　　 〃　　地域生活担当

　 ○　障害のある人が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう支援
   ○　障害者自立支援法の円滑な実施のための緊急的かつ経過的な事業を実施



平成１９年度当初予算案主要事項説明
保健福祉部

事 業 名 障害者福祉サービス等利用支援事業費

新規・継続の別 継続(拡充)予 算 額 ２０４，５２２千円

１ 趣 旨
障害者自立支援法の施行(平成18年４月)に伴う自己負担額の増加

等に対し、国制度を補完するため、府独自の支援策を実施
（平成１９年度から更に制度を充実）

２ 事業概要
事業区分 事 業 概 要

（ ）在宅福祉サービス 新たな所得階層を設定 障害基礎年金１級受給者

自立支援医療 ・負担上限額を国基準の１／２
補装具給付 ・新たな所得階層を設定
総合上限制度 上記３サービス等の重複利用の上限設定

３ 主な拡充点
事 業 内 容 ＜共通＞
目 的 ①市町村民税所得割４万円未満の階層区分を市町村民税所得割１０
対 象 万円未満まで拡大
方 法 等 ②障害基礎年金１級受給者について独自の所得階層を設定（継続）

＜在宅福祉サービス＞
③各所得階層ごとの自己負担額を引き下げ

府１／２、市町村１／２４ 負担割合

担当課・係名 課・係 電話番号 075-414-4605障害者支援室自立支援担当

保健福祉－１８

国

0円 　　　0円 0円

3,750円

障害基礎年金1級及び特別障
害者手当のみ

上記以外 12,300円 6,150円

市町村民税所得割4万円未満 18,600円

市町村民税所得割10万円未満

市町村民税所得割10万円以上 37,200円 37,200円

市町村民税課税

上記以外

国 府独自

生活保護

市
町
村
民
税
非
課
税

階層区分 府上限月額

収入が年間８０万円（障害基礎年金２級
相当）以下

6,150円

9,300円

3,750円

１８年度 １９年度 １９年度

7,500円

9,300円

37,200円



平成１９年度当初予算案主要事項説明
保健福祉部

事 業 名 障害児福祉サービス等利用支援事業費
（障害児施設利用者負担軽減）

新規・継 継続(拡充)予 算 額 １５，４４９千円
続の別

１ 趣 旨

平成１８年１０月から障害児施設利用について、保護者の急激な負担
策を実施増に対し、子育て支援・激変緩和の観点から、府独自軽減

（平成１９年度から更に制度を充実）

２ 事業概要事 業 内 容

目 的 ◇ 利用者負担額＜例＞

（単位：円）対 象 （網掛け部分は府独自の所得階層）
方 法 等

府 国
階層区分

18年度 19年度 19年度

0 0 5,290通 母子家庭等市町村民税

非課税世帯

1,740 1,740 5,290所 低所得２ (障害年金1級等)

一般 2,040 2,040施 市町村民税 (住民税均等割のみ)

14,400課税世帯

18,300 9,100設 (4～10万円未満)

0 0 8,500入 母子家庭等市町村民税

非課税世帯

1,500 1,500 13,300所 低所得２ (障害年金1級等)

施 一般 2,000 2,000市町村民税 (住民税均等割のみ)

19,600課税世帯

設 24,800 9,000(4～10万円未満)

※ 通所施設については、月10日利用の場合

※ 生活保護世帯については、負担０

担当課・係名 課・係 電話番号 075-414-4596障害者支援室 地域生活支援担当

保健福祉－１９



平成１９年度当初予算案主要事項説明
保健福祉部

事 業 名 障害者自立支援医療特別対策費

新規・継続の別 新規予 算 額 １７，０００千円

１ 趣 旨

生命維持に大きく関わる医療を継続的に受けている身体障害者
に対し、医療費を助成

（障害者福祉サービス等利用支援事業の自立支援医療に追加）

事 業 内 容 ２ 対 象 者

目 的 身体障害者手帳３級認定者で、生命維持に大きく関わる医療を
対 象 継続的に受けている者
方 法 等

＜例＞
ぼうこう直腸機能障害、呼吸器機能障害で治療を受けている者

主要な治療：ストマ(人工肛門、人工膀胱)の感染防止等、
在宅酸素療法

３ 補助対象経費

医療保険適用における本人負担額：３割（高齢者１割）

４ 利用者負担

障害者福祉サービス等利用支援事業（自立支援医療）の負担どおり
負 担 上 限所 得 階 層
月額

障害基礎年金２級相市町村
当民税非 1,250円

課税 障害基礎年金１級の
み
上記以外 2,500円

市町村 所得割 ２万円未満 2,500円
民税課 所得割 ２万円以上 5,000円
税 ２０万円未満

所得割２０万円以上 20,000円

５ 実施主体

市町村

６ 負担割合

府１／２ 市町村１／２

担当課・係名 障害者支援室障害認定担当 課・係 電話番号 075-414-4606

保健福祉－２０



平成１９年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

障 害 福 祉 サ ー ビ ス 緊 急 支 援 事 業 費事 業 名

予 算 額 ３１１，４００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

、 、新たな障害者自立支援制度の下 サービスの提供が安定して行われるよう

施設運営の緊急支援等を実施

事 業 内 容

２ 事 業 概 要

実質的に無利子になる「障害福祉サービス経営資金（つなぎ資金）

貸付制度」等

貸付制度の概要
▲

施設経営安定のための資金を社会福祉法人等に貸付

目 的 貸 付 額 ２０，０００千円以内

貸 付 利 率 １．８％（ 独）福祉医療機構貸付利率と同じ）（

対 象 償還期間等 ５年以内（うち据置期間１年以内 、元金均等償還）

貸 付 窓 口 京都府社会福祉協議会（府が原資を貸付）

方 法 等 予 算 額 ３００，０００千円

実 施 期 間 平成１９年度

利子補給の概要

▲

上記①及び（独）福祉医療機構経営資金のつなぎ資金借り入れに対す

る利子補給

補 給 率 １０／１０

予 算 額 １１，４００千円

地 域 福 祉 室 施設指導振興担当 課 係電話番号 075-414-4561担当課・係名 ・

保健福祉－２１



平成１９年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

「 ゆ め こ う ば 」 支 援 事 業 費事 業 名

２９，０００千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

障害者の職業能力を開発し、福祉的就労から一般就労への移行を促すために、施設入所・

通所者を対象に就労訓練及び企業実習を実施

また、就労意欲がある障害者に雇用の場を確保するため、障害者雇用を前提に起業した事

業所に助成を行い、障害者雇用を促進

事 業 内 容

２ 事 業 概 要目 的

対 象 （１）就労訓練支援事業

方 法 等 事業内容 施設に在籍しながら、直接就業につながる就労訓練・企業実習

事業主体 社会福祉法人（府内３ブロック）

補助対象 就労訓練（２ヶ月）、企業実習（20日を上限）に要する経費

補 助 率 府 １０／１０

事 業 例 農作業（花卉の育苗）、家事援助に必要な訓練

⑲予算額 ４，０００千円

（２）ゆめこうば支援事業

事業内容 障害者の就労指導等を行うジョブパートナーを配置した就労意欲のある５

名程度のグループ（ゆめこうば）を単位とし、新たに仕事を開拓

事業主体 新たな事業体（授産施設、共同作業所等がバックアップ）

補助対象 ジョブパートナーの人件費等

補 助 率 府１／２ 市町村１／２

事 業 例 喫茶、物流管理、ビルメンテ等

⑲予算額 ２５，０００千円

担当課・係名 障害者支援室 地域生活支援担当 課･係 電話番号 075-414-4596

保健福祉－２２



平成１９年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

ハート（まごころ）ショップ支援事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続２ ， ８ ０ ０ 千 円

１ 趣 旨

府庁舎内等において常設販売コーナーを設置し、障害者福祉施設等で作成した手づくり製品

の販売を促進し、障害者の就労をより一層支援

２ 事 業 概 要

事 業 内 容 施設等の状況に応じ常設コーナーを設置し、来庁府民及び府職員に対し、府庁内等でパンや

クッキーなどの手づくり製品を販売

目 的

３ 設 置 場 所対 象

方 法 等 府庁１号館南側ロビー、府立植物園 ほか

担当課・係名 障 害 者 支 援 室 社 会 参 加 担 当 課･係 電話番号 075-414-4603

保健福祉－２３



平成１９年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

事 業 名 入所児童等あんしん自立支援事業費

新 規予 算 額 ７８０千円 新規・継続の別

児童養護施設等を退所する子どもや女性が、社会的

趣 旨 自立に向け、安心して就職やアパート等を賃借するこ

とができるよう身元保証人を確保

事 業 内 容

【対 象】

施設等を退所（措置解除）する児童等で、就職やア

パート等を賃借する際に、親がいないこと等により身

元保証人を確保できない者

目 的 （対象施設等）

対 象 児童養護施設、児童自立支援施設、情緒障害児短

方法等 期治療施設、里親、児童相談所一時保護所、自立援

事業概要 助ホーム、母子生活支援施設、婦人保護施設、婦人

相談所一時保護所

【方 法】

身元保証人になった者を被保険者とする損害保険契

約に基づき、契約者（府社協を通じて契約）が損害保

険会社に支払う保険料を補助

こども未来室 家庭支援担当 075-414-4582担当課・係名 課・係 電話番号

保健福祉－２４



平成１９年度当初予算案主要事項説明
保健福祉部

事 業 名 「 高 齢 者 見 守 り 隊 」 事 業 費

新規・継続の別 継続予 算 額 １４，０００千円

地域の隅々まで目が届きにくい状況や、地域のつながり

目 的 の希薄化、社会的孤立・孤独が発生している中で、地域の

ＮＰＯや地域住民とともに、地域を支えていく新たな仕組

みづくりを支援

【事業内容】

市町村社協を軸として、地域のＮＰＯや様々な団体、地

域住民と協働して、地域の高齢者の見守り活動や地域住民

のニーズに対応したインフォーマル（制度外）サービスを

提供

事 業 内 容

目 的 【活 動 例】

対 象 事 業 地域住民や地域の団体の協働・連携による

方 法 等 内 容 ・高齢者世帯等の見守り活動

等 ・買い物代行、大掃除手伝い

・外出支援、給食、配食サービス

・小修繕、日曜大工、庭木の剪定

・パソコン指導、話し相手 等

【期待される効果】

社会的孤立の防止○ 地域住民のつながりづくり、

再構築○ 地域の社会資源をご近所の底力に

○ 潜在する人材の再編と新規人材の発掘

○ 既存組織・活動の連携促進、活性化

【実施方法】

府社協に委託し、府内１４市町村社協で実施予定

担当課・係名 地 域 福 祉 室 課・係 電話番号 075-414-4551

地域福祉 福祉のまち推進担当･

保健福祉―２５



平成１９年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

母 子 家 庭 等 自 立 支 援 事 業 費事 業 名

２７，０１１ 千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

母子家庭の母等に対し、安定した収入をもって自立した生活ができるよう

就労支援

２ 事業概要事 業 内 容

目 的 区 分 事 業 内 容 予算額

対 象

千円方 法 等 母子家庭の母等の経済的自立を促進するた

め、就業情報等を提供するセンターを北部・

南部に設置・運営

母子家庭等自立 <センターの機能> 19,049

支援ｾﾝﾀｰ事業 ・就労相談 ・職業紹介 ・資格取得講習会等

<センターの設置場所>

・北部センター 福知山市

（若年者就業支援ｾﾝﾀｰ北部ｾﾝﾀｰ）

・南部センター 京都市

（京都ｼﾞｮﾌﾞﾊﾟｰｸ）

就業促進を図るため、職業能力開発を目的

に就学する母子家庭の母を対象に給付金を支給

①自立支援教育訓練給付金

職業技能訓練 ・対 象 府指定教育訓練講座修了者 7,962

給付金支給事業 ・給付金 受講費の４０％(上限20万円)

②高等技能訓練促進給付金

・対 象 の資格取得養成校修学者修学期間２年以上

・給付金 月額 103,000円（ ）修学期間の１／３の期間

担当課・係名 生活福祉室 母子・父子支援担当 課･係 電話番号 075-414-4584

保健福祉－２６



平成１９年度当初予算案主要事項説明
保健福祉部

事 業 名 自殺対策推進事業費

新規・継続の別 継続予 算 額 ２，５００千円
（一部新規）

趣 旨 自殺対策基本法の成立(平成１８年６月)を踏ま
え、自殺予防等に係る取組みを推進

事 業 内 容

目 的 ① 自殺対策連絡協議会の設置
対 象
方 法 等 構成：医師会、商工会議所、労働局、教育

取組内容 委員会、警察本部等
内容：自殺予防等に係る具体的な取組の方

向性を協議

② 「こころの健康専門相談窓口」の設置

設置場所：精神保健福祉総合センター
内 容：電話相談、面接相談

※ 様々な要因が考えられることから、消費
生活相談等の各種相談機関と連携

③ 企業労務担当者、市町村職員等に対する研修

④ 団体活動への支援
自死遺族の会(「こころのカフェきょう

▲

と」)が行う活動への支援

「 福）京都いのちの電話」の相談員への現

▲

（
任研修【新規】

担当課・係名 障害者支援室社会参加担当 課・係 電話番号 075-414-4732

保健福祉－２７



平成１９年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

きょうとお達者呼びかけ隊事業費事 業 名

新規・継続の別 新 規予 算 額 １，０００千円

１ 趣 旨

「 」 、地域の既存組織を活用して きょうとお達者呼びかけ隊 を創設し

高齢者に対し健康診査や介護予防事業等への参加を促すことにより、

地域における介護予防の気運を高める。

２ 事業概要

事 業 内 容

呼びかけ隊の養成・登録・地域情報の提供

○健康診査や各種イベント等の実施時に、高齢者に呼びかけて参加

目 的 を促すなどの地域活動を行う人材の育成、登録

対 象

方法等 ○府や市町村が行う介護予防に関するイベント情報等を呼びかけ隊

にメール配信

○呼びかけ隊の活動ツールの作成

○介護予防の効果が顕著な方の事例紹介

担当課・係 介護保険推進室 介護予防担当 075-414-4570課・係電話番号

保健福祉－２８



平成１９年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 生 活 空 間 向 上 推 進 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続６６４，２７０千円

１ 目 的

介護保険制度の円滑な運営に向け、必要なサービスが提供

できるよう特別養護老人ホーム等の整備を積極的に支援

事 業 内 容 ２ 事業概要

施設種別（定 員） 箇所数 所在地

１ 京丹後市
目 的 特別養護老人ホーム （５０人）

対 象 ショートステイベッド （１０人）

方法等

１ 亀 岡 市
新設 特別養護老人ホーム （５０人）

ショートステイベッド （１０人）

１ 木 津 町
特別養護老人ホーム （５０人）

ショートステイベッド （２０人）

計 ３ ２市１町
特別養護老人ホーム １５０人（ ）

（ ）ショートステイベッド ４０人

075-414-4574担当課・係名 課・係 電話番号介護保険推進室 計画・管理担当

保健福祉－２９



平成１９年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

健 康 支 援 体 制 づ く り 事 業 費事 業 名

２，４００ 千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

平成２０年度からの新たな特定健診・保健指導の実施にあたり、保

健指導等を行う人材が不足することから研修等を通じ必要な資質を備

えた人材を育成し、体制を整備
事 業 内 容

２ 実施主体

京 都 府

３ 事業概要目 的

対 象

方 法 等 ・在宅保健師、管理栄養士等を掘り起こし指導者として養成

・現役の人材についても新たな保健指導方法の修得を図る

（研修内容）

・内臓脂肪症候群に着目した新たな特定健診・保健指導の業務の流れ

・医療費分析、保健事業の評価に係る手法 等

担当課・係名 健康増進室 健康増進担当 課･係 電話番号 075-414-4725

保健福祉－３０



平 成 １ ９ 年 度 当 初 予 算 案 主 要 事 項 説 明

保健福祉部

健 康 長 寿 日 本 一 推 進 事 業 費事 業 名

新 規 ・ 継 続予 算 額 新 規 ・ 継 続 の 別５ ７６，１ ６３千円
１ 目 的

健 康 長 寿 日 本 一 を 目 指 し て 、 昨 年 度 改 定 し た 「 健 康 長 寿 日 本 一 プ ラ ン 」 に 基 づ き 、

健 康 長 寿 日 本 一 推 進 の た め の 課 題 に 対 応 し た 各 種 施 策 に 取 り 組 む も の と す る 。

２ 事 業 概 要

（ ）単 位 ： 千 円

事 業 名 事 業 概 要 事 業 費

府 民 健 康 づ く り 運 動 ○ 「 き ょ う と 健 康 長 寿 推 進 府 民 会 議 （ 仮 称 」 1,850）

推 進 事 業 費 及 び 地 域 府 民 会 議 の 運 営 等

6,900
予 地域歯科保健推進事業費 ○ 「 8020運 動 」 を 推 進 す る た め の 普 及 啓 発 等

防

・ む し 歯 予 防 対 策 費 ○ 市 町 村 が 行 う フ ッ 素 塗 布 等 に 対 す る 助 成 5,000

健

康 障 害 者 等 歯 科 健 診 ・ ○ 障 害 者 等 に 対 す る 歯 科 検 診 ・ 指 導 事 業 の 委 託 4,413

事 業 内 容 づ 指 導 事 業 費

く

1,000
り 京 の お ば ん ざ い 弁 当 ○ ｢京 の お ば ん ざ い 弁 当 ｣の 認 証 、 Ｐ Ｒ 経 費 等

推 進 事 業 費

1,000地 域 戦 略 推 進 費 ○ 山城地域「団塊の世代」健康づくり支援事業費

目 的

960対 象 生 女 性 が ん 予 防 強 化 事 ○ 増 加 す る 乳 が ん に 対 す る 重 点 的 な 啓 発

方 法 等 活 業 費

習

慣

10,500病 総 合 リ ハ ビ リ テ ー シ ○ 京 都 府 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 支 援 セ ン タ ー 運 営

対 ョ ン 推 進 事 業 費 ○ 地 域 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 支 援 セ ン タ ー の 運 営

策

537,340
介 護 予 防 充 実 費 ○ 市 町 村 が 実 施 す る 介 護 予 防 等 を 推 進 す る 施 策

に 対 す る 助 成

介

4,000
護 介 護 予 防 推 進 ･専 門 員 ○ 介 護 予 防 専 門 員 の 養 成 等

予 養 成 事 業 費

防

対 認 知 症 サ ポ ー ト 医 養 ○ 認 知 症 高 齢 者 を 増 や さ な い た め の サ ポ ー ト 医 800
策 成 等 研 修 事 業 費 の 養 成 ・ 研 修 の 実 施

地 域 戦 略 推 進 費 ○ レ ッ ツ な ん た ん 健 康 ア ッ プ 事 業
○ 中 丹 健 康 長 寿 の 風 土 づ く り 事 業 2,400
○ 丹 後 高 齢 者 ・ は つ ら つ 悠 々 事 業

計 576,163

担当課・係 名 健 康 増 進 室 健 康 増 進 担 当 課 ･係 電 話 番 号 075-414-4725

介 護 保 険 推 進 室 介 護 予 防 担 当 075-414-4570
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平成１９年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

新型インフルエンザ対策事業費事 業 名

２０４，３２０ 千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

高病原性鳥インフルエンザウイルスの変異に由来する、新型

インフルエンザウイルスの発生が懸念される状況にあることか

ら、「京都府新型インフルエンザ対策行動計画」（平成１７年

１２月２６日策定）に基づき、抗インフルエンザウイルス薬

（タミフル等）の備蓄等、医療の確保を図るとともに、「新型

インフルエンザ対策専門家会議」等を開催し、健康危機管理対

策を推進

事 業 内 容

目 的

２ 事業概要対 象

方 法 等

抗インフルエンザ薬の備蓄等

タミフル ８６万４千カプセル

（⑱・⑲で２１６万カプセルを備蓄）

担当課・係名 健康対策室 感染症担当 課･係 電話番号 075-414-4734

保健福祉－３２



平成１９年度当初予算案主要事項説明
保健福祉部

救急医療提供体制整備促進事業費事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別２５，０００ 千円

１ 趣 旨

心臓・脳疾患等による救急搬送患者の増加等に的確に対応できる救急

医療体制を整備するため、専門知識を有する医師、看護師の養成及び配

置促進を図り、救急患者の受入体制を充実・強化

事 業 内 容

２ 事業内容

民間病院が負担する医師・看護師の専門資格取得に要する費用に対し

助成目 的

＜補助基準額＞ 医 師１人当たり 400千円対 象

看護師１人当たり 700千円方 法 等

＜補 助 率＞ １／３

担当課・係名 医療室 地域医療事業担当 課・係直通電話番号 075-414-4744

保健福祉－３３



平成１９年度当初予算案主要事項説明
保 健 福 祉 部

医療施設等施設整備費補助金事 業 名

継 続予 算 額 新規・継続の別２５１，１９５ 千円

１ 趣 旨

府民が安心して適切な医療を受けることができるよう、がん診療機能

の充実や医療従事者の職場環境の改善等を図るために実施する医療施設

等の整備に対して支援

事 業 内 容

２ 事業概要

目 的

事 業 名 事 業 概 要 対象病院数 予算額対 象

方 法 等
千円

がん診療施設施設 リニアック室（放射線治療 １ 2,559

整備事業 装置）の改修

看護師宿舎施設整 看護師宿舎（個室）の整備 ２ 246,636

備事業

医療施設耐震化促 旧耐震基準により建設され １ 2,000

進事業 た病棟の耐震診断

計 ４ 251,195

担当課・係名 医療室 地域医療事業担当 課・係直通電話番号 075-414-4744

保健福祉－３４



平成１９年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

看護職離職防止対策・再就業促進事業費事 業 名

新規予 算 額 新規・継続の別６，０００ 千円

１ 趣 旨

看護師の離職防止・定着化及び助産師の再就業を支援することによ

り、安全な医療体制に必要な看護職員を確保

２ 事業内容

事 業 内 容

3,000千円＜看護師離職防止対策事業＞

（１）新人看護師の卒後研修等あり方検討会の実施目 的

対 象

（２）新人看護師支援事業方 法 等

看護技術の習熟を図るため、卒後３年目までの新人看護師を対象

とした講義・実務研修等を実施

3,000千円＜助産師再就業促進事業＞

（１）潜在助産師等確保モデル事業

未就業の助産師及び助産師免許を持つ看護師に対して、最新の助

産に関する知識・技術の研修を実施

（２）モデル事業評価検討委員会の実施

医師会、看護協会、助産師会等関係団体の代表者による検討委員

会を設置し、モデル事業を評価

担当課・係名 医療室 医務看護担当 課・係直通電話番号 075-414-4749

保健福祉－３５



平成１９年度当初予算案主要事項説明
保健福祉部

専 門 看 護 師 養 成 事 業 費事 業 名

新 規予 算 額 新規・継続の別６，８３０ 千円

１ 趣 旨
医療の高度化・専門化に伴い、看護師の技術・知識の向上を図るた

め、認定看護師の養成及び訪問看護師に対する研修を実施

２ 事業内容事 業 内 容

4,344千円＜認定看護師の養成＞
目 的

床ずれや人工呼吸器、人工肛門などの使用患者に対して専門的看護を対 象

提供する認定看護師を養成方 法 等

（委託）実 施 機 関 京都橘大学看護教育研修センター

開 設 分 野 創傷（床ずれ）・オストミー（人工の肛門及び膀胱）・失禁

（ＷＯＣ）看護

定 員 ３０名

研修内容等 内 容：講義（基礎、専門科目）、演習、臨地実習

期 間：平成１９年４月～１１月

2,486千円＜訪問看護推進事業＞

在宅療養支援体制を強化するため、訪問看護師に対し専門的な研修を

実施

研 修 名 対 象 研 修 内 容

在宅ホスピスケア 訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝに勤務 在宅における終末期看護に関する

研修 する看護職 専門的な研修

医療機関と地域に 医療機関及び訪問看護 それぞれの場における看護技術や

おける看護師相互 ｽﾃｰｼｮﾝ等の看護師 保健・医療・福祉制度等の理解を

研修 深めるための研修

担当課・係名 医療室 医務看護担当 課・係直通電話番号 075-414-4749

保健福祉－３６
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